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●調査対象・有効回収数（率） 

調査種別 調査対象 配布数 有効回答数（率）

障がい者調査（18 歳以上） ・身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい

者保健福祉手帳の所持者 

・障がい児福祉サービス利用者（保護者） 

2,000 806（40.3％） 

障がい児調査（18 歳未満）   176  67（38.1％） 

事業所調査 ・市内の障がい福祉サービス事業所    37  26（70.3％） 

●調査方法 

郵送配布・回収 

●調査対象・有効回収数（率） 

令和５年７月 19日～８月４日   ※集計には、８月 28日までの返送票を含めた 

 

  
 １   対象者の属性 

（１）本人の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

令和６年度から令和８年度までを計画期間とする「第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉

計画」を策定するにあたり、障がい者・児の日常生活の状況、障がい福祉施策に関する意見などを

うかがい、計画づくりの参考資料として活用するため、アンケート調査を実施しました。 
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調査概要 

花巻市  

福祉に関するアンケート調査 

 

調査結果の概要 

調査結果概要（障がい者／障がい児調査） 

障がい者調査 障がい児調査 

※図表内のｎと表記がある数値は、回答割合（％）算出の基数（調査数）です。回答割合は、小数点第二

位を四捨五入しており、合計が 100％にならない場合があります（以降も同様） 
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（２）手帳の種類 

         
 ２   主な介助者について 

（１）主な介助者 

 

 

           
（２）主な介助者の年齢  
      
▶ 日常生活での主な介助者は、障がい者・障がい児ともに「父母・祖父母・兄弟姉妹」が最も多い 
▶ 障がい者では、主な介助者が 60 歳以上である割合が５割を超える 

n = 67　

身体障がい者手帳所持者

療育手帳所持者

精神障がい者保健福祉手帳所持者

いずれも持っていない

無回答
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n = 806　

身体障がい者手帳所持者

療育手帳所持者

精神障がい者保健福祉手帳所持者

いずれも持っていない

無回答
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n = 399　

配偶者またはパートナー

父母・祖父母・兄弟姉妹

（兄弟姉妹の配偶者を含む）

子ども（子どもの配偶者を含む）

孫（孫の配偶者を含む）

その他の親族

友人・知人・隣人

ホームヘルパーや施設の職員

その他の人（ボランティア等）

無回答
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n = 58　

父母・祖父母・兄弟姉妹

（兄弟姉妹の配偶者を含む）

その他の親族

友人・知人・隣人

ホームヘルパーや施設の職員

その他の人（ボランティア等）

無回答
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障がい者調査 障がい児調査 

障がい者調査 障がい児調査 

障がい者調査 障がい児調査 

※日常生活において「介助が必要」と回答した方のみ 

※複数回答可 

60歳以上 

52.5％ 

※複数回答可 
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 ３   外出について 

（１）外出時の困りごと・外出しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 ４   就労について 

（１）障がいのある方が働くために必要なこと 

 

 

     
▶ 障がい者・障がい児ともに「公共交通機関がない（少ない）」が最も多い 

▶ 以下、障がい者では「外出にお金がかかる」（23.9％）、「困ったときにどうすればいいのか心配」

（21.2％）などが上位 

▶ 障がい児では「困ったときにどうすればいいのか心配」（25.4％）、「切符の買い方や乗換えの方法が

わかりにくい」「周囲の目が気になる」（ともに 19.4％）などが上位 

▶ 障がい者・障がい児ともに「障がい者に対する事業主や職場の仲間の理解があること」が最も多い 

▶ 以下、障がい者では「障がい者にあった就労条件（短時間労働など）が整っていること」（48.5％）、

「生活できる給料がもらえること」（48.3％）などが上位 

▶ 障がい児では「障がい者に配慮した職場の施設・設備が整っていること」（73.1％）、「障がい者にあ

った就労条件（短時間労働など）が整っていること」（71.6％）などが上位 

n = 67　

障がい者に対する事業主や職場の

仲間の理解があること

障がい者に配慮した職場の施設・

設備が整っていること

障がい者にあった就労条件（短時

間労働など）が整っていること

通勤（交通）手段が確保されてい

ること

生活できる給料がもらえること
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n = 806　

障がい者に対する事業主や職場の

仲間の理解があること

障がい者にあった就労条件（短時

間労働など）が整っていること

生活できる給料がもらえること

障がい者に配慮した職場の施設・

設備が整っていること

企業などが積極的に障がい者を雇

うこと

通勤（交通）手段が確保されてい

ること
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公共交通機関がない（少ない）

困ったときにどうすればいいのか

心配

切符の買い方や乗換えの方法がわ

かりにくい

周囲の目が気になる

列車やバスの乗り降りが困難

外出先の建物の設備が不便（道

路、トイレ、エレベーターなど）

外出にお金がかかる

26.9

25.4

19.4

19.4

11.9

11.9

11.9

0 10 20 30

1

2

3

4

5

6

7

（%）

n = 806　

公共交通機関がない（少ない）

外出にお金がかかる

困ったときにどうすればいいのか

心配

周囲の目が気になる

道路や駅に階段や段差が多い

27.8
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障がい者調査 障がい児調査 

※回答数上位５項目を抜粋 

障がい者調査 障がい児調査 

※回答数上位５項目を抜粋 

※複数回答可 

※複数回答可 
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 ５   相談体制・情報提供について 

（１）福祉サービスについて相談しやすい体制づくりに必要なこと 

 

             
（２）今後、充実してほしい情報 

 

             
▶ 障がい者・障がい児ともに「専門的・継続的に相談に応じてくれる人が配置されていること」が最

も多い。以下も同様に「１か所で用件を済ますことのできる総合的な窓口があること」「地域の身近

なところで相談できること」が障がい者・障がい児ともに上位 
▶ 障がい者・障がい児ともに「困ったときの相談機関・場所の情報」「福祉サービスの具体的内容や利

用方法などに関する情報」が上位 
n = 67　

福祉サービスの具体的内容や利用

方法などに関する情報

困ったときの相談機関・場所の情

報

就職に関する情報

社会情勢や福祉制度の変化に関す

る情報

医療機関に関する情報

災害時の対応についての情報

その他

特にない

無回答

71.6

56.7

49.3

38.8

28.4

11.9

-

3.0
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n = 806　

困ったときの相談機関・場所の情

報

福祉サービスの具体的内容や利用

方法などに関する情報

社会情勢や福祉制度の変化に関す

る情報

医療機関に関する情報

就職に関する情報

災害時の対応についての情報

その他

特にない

無回答

45.4
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16.1
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15.9
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専門的・継続的に相談に応じてく

れる人が配置されていること

１か所で用件を済ますことのでき

る総合的な窓口があること

地域の身近なところで相談できる

こと

平日の昼間以外も相談できること

電話、ファックス、メールなどを

使って相談できること

その他

わからない

74.6

47.8

40.3

32.8

16.4

-

4.5
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4
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（%）

n = 806　

専門的・継続的に相談に応じてく

れる人が配置されていること

１か所で用件を済ますことのでき

る総合的な窓口があること

地域の身近なところで相談できる

こと

平日の昼間以外も相談できること

電話、ファックス、メールなどを

使って相談できること

その他

わからない

無回答

43.9

37.7

36.1

25.3

22.8

3.3

17.4

9.8
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障がい者調査 障がい児調査 

障がい者調査 障がい児調査 

※複数回答可 

※複数回答可 
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 ６   差別・周囲の理解について 

（１）ここ２～３年で差別や嫌な思いをした経験 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）差別や嫌な思いをした場面 

 

            
（３）障がい者に対する周囲の理解度 
 

 

 

 

 

 

   

▶ ここ２～３年で差別や嫌な思いをした経験が「ある」は、障がい者で 25.1％、障がい児で 35.8％ 
▶ 障がい者・障がい児ともに「学校・職場」「外出先」「住んでいる地域」が上位 
▶ 障がい者・障がい児ともに、周囲の《理解がない》と感じている割合が 35％前後みられる 

  凡　例

障がい者調査 n = 806

障がい児調査 n = 67

25.1

35.8

63.2

59.7

11.8

4.5

ある ない 無回答

（%）

  凡　例

障がい者調査 n = 806 52.2％ 34.2％

障がい児調査 n = 67 59.7％ 35.8％

《

理
解
が
な
い
》

《

理
解
が
あ
る
》

14.3

7.5

38.0

52.2

24.3

29.9

9.9

6.0

13.5

4.5

理解がある

どちらかといえば

理解がある

どちらかといえば

理解がない

理解がない

無回答

（%）

n = 24　

学校・職場

外出先

住んでいる地域

余暇を楽しむとき

病院などの医療機関

その他

41.7

41.7

29.2

12.5

4.2

8.3
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6

（%）

n = 202　

学校・職場

外出先

住んでいる地域

病院などの医療機関

仕事を探すとき

余暇を楽しむとき

その他

無回答

40.1

31.2

24.8

24.3

23.3

18.3

16.3

0.5

0 10 20 30 40 50
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7

8

（%）

障がい者調査 障がい児調査 

※グラフ右の割合は、類似した二つの選択肢の合算値 

なお、一部四捨五入の関係で、合算値と個別の割合の単純な足し上げ値に誤差が生じている 

※複数回答可 
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 ７   災害時の対応について 

（１）一人での避難×救助してくれる人 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一人で避難できる、または救助してくれる人がいる：87.0％ 

 一人で避難できず、また救助してくれる人もいない可能性：7.1％ 

 一人での避難、救助者の有無が不明：6.0％ 

 

（２）災害発生時に困ること 

 

         
   

▶ 障がい者調査における『災害時に一人で避難できるか』と『救助してくれる家族や近隣住民がいる

か』の２つの質問について、クロス集計をした結果が以下の表である 

▶ この結果を見ると、災害時に一人で避難できず、また救助してくれる人もいない可能性のある方が、

全体の 7.1％みられる 

▶ 障がい者・障がい児ともに「避難場所までひとりで行けない」が最も多い。以下も同様に「災害時

の緊急連絡先がわからない」「災害時の情報入手の手段がない」が障がい者・障がい児ともに上位 
n = 67　

避難場所までひとりで行けない

災害時の情報入手の手段がない

災害時の緊急連絡先がわからない

災害時の避難場所がわからない

災害時の介助者がいない

その他

無回答

61.2

28.4

25.4

20.9

13.4

14.9

9.0

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

（%）

n = 806　

避難場所までひとりで行けない

災害時の緊急連絡先がわからない

災害時の情報入手の手段がない

介助している人が高齢などで災害

時の介助ができない

災害時の介助者がいない

その他

無回答

31.5

23.0

17.1

8.3

7.8

16.4

30.4

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

（%）

※障がい者調査のみ 

障がい者調査 障がい児調査 

(%)

全

体

い

る

い

な

い

無

回

答

全体 100.0 75.4 16.7 7.8

できる 53.1 41.6 10.5 1.0

できない 40.0 33.0 6.1 0.9

無回答 6.9 0.9 0.1 6.0

一

人

で

避

難

で

き

る

か

救助してくれる家族や近隣住民がいるか
 n=806

表内の数値は、

n=806に対する

各セルの該当者の割合

※複数回答可 
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 ８   地域での生活について 

（１）成人後に希望する暮らし方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▶ 障がい児が成人後に希望する暮らし方は、「配偶者またはパートナー（や子ども）と一緒に暮らした

い」（10.4％）と「父母・祖父母・兄弟姉妹などの家族と一緒に暮らしたい」（47.8％）を合せた約

６割が、家族との暮らしを希望 

▶ 家族と同居できなくなった場合に希望する暮らし方は、「福祉施設（障がい者支援施設）で暮らした

い」が 43.6％と最も多い 
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プ

ホ
ー

ム

な

ど

の
、

地

域

の

中

で

仲

間

と

共

同

生

活

で

き

る

と

こ

ろ

で

暮

ら

し

た

い

福

祉

施

設
（

障

が

い

者

支

援

施

設
）

で

暮

ら

し

た

い

福

祉

施

設
（

高

齢

者

施

設
）

で

暮

ら

し

た

い

そ

の

他

わ

か

ら

な

い

無

回

答

4.5

10.4

47.8

4.5
1.5

- -

28.4

3.0

0

20

40

60

1 2 3 4 5 6 7 8 9

（%）

n = 67

※障がい児調査のみ 

成人後に希望する暮らし方 
さまざまな理由で家族と同居できなくなった 
場合に希望する暮らし方 
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（２）住みなれた地域で安心して生活できるまちづくりに必要なこと 

 

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▶ 障がい者が住みなれた地域で安心して生活できるまちづくりに必要なこととしては、「相談体制の

充実」が 36.2％と最も多く、次いで「サービス利用の手続きの簡素化」（31.6％）、「保健・医療・

福祉のサービスの充実」（27.8％）など 
n = 806　

相談体制の充実

サービス利用の手続きの簡素化

保健・医療・福祉のサービスの充実

行政からの福祉に関する情報提供の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報

活動の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

入所施設の整備

利用しやすい道路・建物などの整備・改善

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふ

れあう機会や場の充実

障がいに配慮した公営住宅の整備

グループホームの整備

参加しやすいスポーツ・サークル・文化活

動の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所

施設の整備

障がい児保育・教育内容の充実

ボランティアの育成

その他

無回答

36.2

31.6

27.8

23.3

21.3

16.9

12.4

12.2

11.8

11.4

10.7

10.4

10.3

9.1

7.7

7.1

3.6

15.8

0 10 20 30 40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

（%）

※障がい者調査のみ 

※複数回答可 
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（３）地域で生活するために必要な環境 

 

 

 

 

 

        
 

 

 

 

 

 

   

▶ 障がい児が地域で生活するために必要な環境としては、「大人になったときに働く場があること」

が 67.2％と７割近くが回答。次いで「かかりつけの医療機関が近くにあること」（32.8％）、「自宅

の周辺で見守ってくれる人がいること」（28.4％）など 
n = 67　

大人になったときに働く場があること

かかりつけの医療機関が近くにあること

自宅の周辺で見守ってくれる人がいること

短期入所など緊急時に宿泊できるところが

あること

大人になったときにグループホームなどの

仲間と共同生活できる場があること

家族と同居できること

スーパーや銀行などの日常生活に必要な

サービスが近くにあること

昼間のお世話を頼める人が地域にいること

食事や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼

める人がいること

地域になんでも相談できる相談員や相談窓

口があること

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふ

れあう機会や場が充実していること

訓練を受けるため施設に通えること

夜間のお世話を頼める人が地域にいること

参加しやすいスポーツ・サークル・文化活

動が充実していること

その他

特にない

無回答

67.2

32.8

28.4

23.9

23.9

22.4

19.4

16.4

14.9

14.9

13.4

9.0

6.0

6.0

1.5

1.5

3.0

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

（%）

※障がい児調査のみ 

※複数回答可 
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 １   提供サービスについて 

（１）現在提供しているサービス／新たに提供したいサービス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２   事業所運営について 

（１）職員の充足状況 
 

 

 

 

 

 

 

   

３ 

▶ 事業所が現在提供しているサービスで多いのは、「就労継続支援（Ｂ型）」（34.6％）、「居宅介護」

（23.1％）など 

▶ 今後の予定として、「新たに行う事業はない」が半数を占めるが、それ以外では「短期入所」「共同

生活援助（身体障がい）」「児童発達支援」「地域移行支援」がそれぞれ 7.7％（＝２事業所）など 

▶ 職員数が「不足していない（適正である）」と回答した事業所は３割程度であり、約７割の事業所が

「大いに／やや不足している」と回答 
  凡　例

n = 26 15.4 53.8 30.8

大いに不足している やや不足している

不足していない

（職員数は適正である）

（%）

n = 26　

新たに行う事業はない

短期入所

共同生活援助（身体障がい）

児童発達支援

地域移行支援

50.0

7.7

7.7

7.7

7.7

0 10 20 30 40 50

1

2

3

4

5

（%）

n = 26　

就労継続支援（Ｂ型）

居宅介護

生活介護

日中一時支援

放課後等デイサービス

計画相談支援

34.6

23.1

19.2

19.2

19.2

19.2

0 10 20 30 40 50

1

2

3

4

5

6

（%）

調査結果概要（事業所調査） 

現在提供しているサービス 新たに提供したいサービス 

※回答数上位５項目を抜粋 

※複数回答可 
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（２）障がい者虐待防止の取り組み状況 
 

       
 

 

 

 ３   障がい者の地域生活について 

（１）障がい者が住みなれた地域で安心して生活できるまちづくりに必要なこと 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

▶ 障がい者虐待防止の取り組み状況として、令和４年度より義務化された「虐待防止の責任者の設置」

の実施率は 76.9％ 

▶ 同様に義務化された「虐待防止についての研修会の実施」や「虐待防止委員会の設置」の実施率は

どちらも 60％ほど 
▶ 障がい者が住みなれた地域で安心して生活できるまちづくりに必要なこととしては、「相談体制の

充実」「保健・医療・福祉のサービスの充実」がともに 46.2％と多く、次いで「サービス利用の手

続きの簡素化」（30.8％）など 
n = 26　

相談体制の充実

保健・医療・福祉のサービスの充実

サービス利用の手続きの簡素化

行政からの福祉に関する情報提供の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報

活動の充実

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふ

れあう機会や場の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

地域生活支援拠点等の整備

ボランティアの育成

入所施設の整備

グループホームの整備

障がいに配慮した公営住宅の整備

利用しやすい道路・建物などの整備・改善

46.2

46.2

30.8

23.1

23.1

23.1

19.2

15.4

11.5

11.5

7.7

7.7

3.8

0 10 20 30 40 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（%）

n = 26　

苦情相談窓口の設置

虐待防止の責任者の設置

虐待防止についての研修会の実施

虐待防止委員会の設置

対応マニュアルの作成

その他

特に行っていない

88.5

76.9

61.5

61.5

46.2

-

3.8

0 20 40 60 80 100

1

2

3

4

5

6

7

（%）

※回答数が０件の選択肢は非掲載 

※複数回答可 

※複数回答可 


